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原子力市民委員会
政策調査部会でリーフレットを作成！



前提となる状況

• 2023年7月「人類史上もっとも高い気温」を記録
• 2021年G7会合
「2035年までに電力部門の大部分を脱炭素化」

• 2023年IPCC第6次統合報告書
「気温上昇を1.5℃までに抑えるために、
2035年までに全世界で温室効果ガス60%削減(2019年比)が必要」

• 2023年COP28
化石燃料からの脱却を合意
2030年までに世界で再エネを3倍、省エネ改善率を2倍に

気候危機の時代、早急に省エネ・再エネへ



日本政府の「GX」とは

• GXとは、日本政府がグリーントランスフォーメーションの略とし
て作った和製英語。

• 経済産業省は、「産業革命以来の化石燃料中心の経済・社会、産
業構造をクリーンエネルギー中心に移行させ、経済社会システム
全体を変革すること」と説明。

• しかしこの「クリーンエネルギー」には、再エネや省エネだけで
なく原子力や化石燃料の脱炭素技術も含まれています。原子力や
化石燃料技術の維持・推進は、脱炭素化を遅らせます。

• 世界の潮流は、政府や民間による限られた投資を省エネと再エネ
に集中させることであり、その方が産業政策および経済政策とい
う意味でも合理的です。



政府GXで動くお金

GX経済移行債



GXの問題点①
原子力への支援を強め、国の責任を強化

• これまで「原子力依存度をできる限り低減」
→「再エネと並んで原子力を最大限活用」

• 「新増設・リプレースはしない」
→「廃炉を決定した原発の敷地内での次世代革新炉へのリプレースの具
体化を進める」



GXの問題点②
CO2排出をかえって増やす水素・アンモニア・CCS

• 水素・アンモニアは、当面は海外で化石燃料から製造。

• CCSもコストと技術的課題から、大規模な実用化は見通せず。



GXの問題点③
原子力や化石燃料新技術も含めて支援する

「GX経済移行債」



GXの問題点④
遅すぎ、少なすぎのカーボンプライシング

• 2023年度 GXリーグスタート

• 2026年度 自主的な排出量取引スタート

• 2028年度 化石燃料輸入事業者等への「炭素に対する賦課金」

• 2033年度 発電事業者に対する「特定事業者負担金」を段階的に導入

• 20兆円を20年間で償還するとすれば、年平均1兆円
炭素換算で試算すれば排出1トンあたり約1000円で欧州の10分の1程度

GX経済移行債の償還の財源



GXの問題点⑤
経済産業省主導の「GX推進機構」

• 経済産業大臣の認可によりGX推進機構を設立し、
①民間企業のGX投資の支援（金融支援（債務保証等））
②化石燃料賦課金・特定事業者負担金の徴収
③排出量取引制度の運営
を行うこととなっている。

• 再エネや省エネなどは他省庁にも関わる業務だが、
経済産業省に権限と資金が集中するかたち。





今ある技術でエネルギー・経済の移行はできる

• 日本政府の前提は「再エネ100%は不可能」
• しかし、可能とする研究も複数ある。



第7次エネルギー基本計画に向けて

• GXで、特に原子力について推進に踏み込んだ表現へ
• 第7次エネルギー基本計画では・・？



内閣府 GX実行会議
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gx_jikkou_kaigi/index.html









長期脱炭素電源オークション



2024年

● 「地球沸騰化」の2023年を経験して

● COP28 では「化石燃料からの脱却」が焦点に
再エネ設備容量を世界で3倍に

• 気候変動対策をしないことは、子どもの権利に関わる

• 原発事故から13年
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